
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 Ⅰ 調査の概要 】 

 

 

１ 調査の目的 

この調査は、県内において製造された製品の輸出の実態を明らかにするための基礎資料を得ることを

目的とする。 

 

２ 調査の根拠 

知事が行う県指定統計調査に関する岐阜県統計調査条例施行規則（平成 21年岐阜県規則第 38号）に

よって実施される県指定統計調査である。 

 

３ 調査の対象 

平成 21年工業統計調査の調査対象となる県内の事業所のうち、従業員４人以上で製品、半製品（国内

の他の事業所でさらに加工されるものを除く。）が原形のまま輸出されているもの（間接輸出も含む。）

を調査した。 

 

４ 調査の方法 

この調査は、平成 21年工業統計調査と同時に、対象事業所の報告義務者に調査票を配布し、及び取集

することにより行ったものである。 

 

５ 調査事項 

（１）事業所名称 

（２）事業所所在地 

（３）従業者数 

（４）製造品出荷額 

（５）直接輸出額とその輸出港別内訳及び取引先業態別内訳 

（６）間接輸出額とその出荷先別内訳 

（７）品目別輸出額とその輸出先地域別内訳 

 

６ 調査の時期 

この調査は、平成 21年１月１日から平成 21年 12月 31日までの１年間について、平成 21年 12月 31日

現在で調査したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２１年  岐阜県輸出関係調査結果 
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７ 用語の解説 

（１）輸出品とは、製造品を原形状態で次のいずれかにより輸出したものである。 

直接輸出…製造事業所が本社、貿易商社、問屋等を介せず直接外国に輸出したもの。 

間接輸出…製造事業所が本社、貿易商社、問屋又は他の製造業者を介して間接に輸出したも

の。ただし、国内の他の事業所で更に加工されたものを除く。 

（２）輸出額とは、工業統計調査における製造品出荷額のうち輸出向け製品の出荷額である。 

（３）輸出先地域別の主な内訳は次のとおりである。 

      

ア ジ ア ・・・・・韓国、中国（香港含む）、台湾、タイ、シンガポール、

マレーシア、フィリピン、インドネシア、ベトナム、

インド、パキスタン　等

北 米 ・・・・・アメリカ、カナダ

大 洋 州 ・・・・・オーストラリア、ニュージーランド　等

中 南 米 ・・・・・メキシコ、ブラジル、コスタリカ、パナマ、バハマ、

プエルトリコ、コロンビア、ペルー、チリ、アルゼンチ

ン　等

西 欧 ・・・・・ドイツ、英国、フランス、オランダ、ベルギー、ルクセ

ンブルク、ノルウェー、スウェーデン、アイルランド、

スイス、スペイン、イタリア、フィンランド、オースト

リア、ギリシャ、トルコ　等

中東欧・ロシア等 ・・・・・ロシア、チェコ、ポーランド、ハンガリー、ルーマニア、

ウクライナ、スロバキア、ブルガリア　等

中 東 ・・・・・サウジアラビア、オマーン、アラブ首長国連邦、イラン、

イラク、バーレーン、クウェート、カタール、イスラエ

ル、シリア　等

ア フ リ カ ・・・・・南アフリカ共和国、エジプト、モロッコ、リベリア、

アルジェリア、ナイジェリア、アンゴラ、ケニア、タン

ザニア　等  

（４）県内圏域別の内訳は次のとおりである。 
 

圏  域 市    郡 
 

岐阜圏域 
 

西濃圏域 
 

中濃圏域 
 

東濃圏域 
 

飛騨圏域 

 
岐阜市、羽島市、各務原市、山県市、瑞穂市、本巣市、羽島郡、本巣郡 
 
大垣市、海津市、養老郡、不破郡、安八郡、揖斐郡 
 
関市、美濃市、美濃加茂市、可児市、郡上市、加茂郡、可児郡 
 
多治見市、中津川市、瑞浪市、恵那市、土岐市 
 
高山市、飛騨市、下呂市、大野郡 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【 Ⅱ 調査結果の概要 】 

 

１ 概  況 

◎ 輸出額は 4845億円で、前年に比べ 2828億円減（前年比△36.9％）と、６年ぶりの減少となった。 

◎  事業所数は 320事業所で、前年に比べ 25事業所減（同△7.2％）となった。 

◎ 産業別にみると、輸送用機械器具製造業の輸出額が 1386億円（構成比 28.6％）と最も多いが、前年

に比べ 660億円減（前年比△32.3％）となった。 

◎  輸出先別では、アジアが 2212億円（構成比 45.7％）と最も多いが、前年に比べ 939億円減（前年比

△29.8％）となった。 

◎  圏域別では、中濃圏域が 1916億円（構成比 39.5％）と最も多いが、前年に比べ 1642億円減（前年比

△46.1％）となった。 

対前年 対前年  （４人以上） 対前年
増減率 増減率 増減率

％ 百万円 ％ 百万円 ％ ％

平成１２年 364 △ 1.9  470 283 16.7 5 085 773 4.4 9.2

　１３ 361 △ 0.8  562 415 19.6 4 959 937 △ 2.5 11.3

　１４ 381 5.5  518 541 △ 7.8 4 717 030 △ 4.9 11.0

　１５ 377 △ 1.0  515 048 △ 0.7 4 829 568 2.4 10.7

　１６ 371 △ 1.6  584 105 13.4 4 945 260 2.4 11.8

　１７ 362 △ 2.4  660 234 13.0 5 088 016 2.9 13.0

　１８ 344 △ 5.0  673 283 2.0 5 527 988 8.6 12.2

　１９ 349 1.5  730 859 8.6 5 878 617 6.3 12.4

　２０ 345 △ 1.1  767 267 5.0 5 959 020 1.4 12.9

　２１ 320 △ 7.2  484 464 △ 36.9 4 541 963 △ 23.8 10.7

表－１　　輸出状況の推移（従業者４人以上）

　注）製造品出荷額等は、工業統計調査対象事業所の数値である。

　　　なお、平成２０年以前の製造品出荷額等の数値は経済産業省「工業統計表」による。

区　　分
 事業所数  輸出額(A)  製造品出荷額等(B)

輸出割合
(A)/(B)

 

２ 産業別輸出状況 

  産業別に輸出状況をみると、輸送用機械器具製造業が 1386億円（構成比 28.6％）と最も多く、次い

で電子部品・デバイス・電子回路製造業が 836億円（同 17.3％）、生産用機械器具製造業が 703億円（同

14.5％）、情報通信機械器具製造業が 487億円（同 10.1％）と、４産業で全体の７割以上を占めている。 

 前年に比べ、生産用機械器具製造業が 719億円減（前年比△50.6％）、輸送用機械器具製造業が 660億

円減（同△32.3％）と殆どの産業で減少となった。 
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図－１ 産業別輸出額構成比の推移

輸送用機械器具 電子部品・デバイス・電子回路 生産用機械器具
情報通信機械器具 窯業・土石製品 その他



 

表－２　　産業別輸出額

輸出額 構成比 輸出額 構成比 増減額 増減率
万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

総         数 76 726 742 100.0 48 446 351 100.0 △ 28 280 391 △ 36.9

09食料品製造業  27 943 0.0  26 226 0.1 △  1 717 △ 6.1

10飲料・たばこ・飼料製造業  11 569 0.0  14 395 0.0  2 826 24.4

11繊維工業  334 078 0.4  319 625 0.7 △  14 453 △ 4.3

12木材・木製品製造業 -        -    -        -    -             -       

13家具・装備品製造業 X X X X X X

14パルプ・紙・紙加工品製造業  952 962 1.2  773 184 1.6 △  179 778 △ 18.9

15印刷・同関連業 -        -    -        -    -             -       

16化学工業 1 984 836 2.6 1 604 449 3.3 △  380 387 △ 19.2

17石油製品・石炭製品製造業 -        -    -        -    -             -       

18プラスチック製品製造業 2 398 362 3.1 2 153 589 4.4 △  244 773 △ 10.2

19ゴム製品製造業  161 050 0.2  117 177 0.2 △  43 873 △ 27.2

20なめし革･同製品･毛皮製造業 -        -    -        -    -             -       

21窯業・土石製品製造業 4 721 241 6.2 3 144 750 6.5 △ 1 576 491 △ 33.4

22鉄鋼業  349 898 0.5  150 195 0.3 △  199 703 △ 57.1

23非鉄金属製造業 X X X X X X

24金属製品製造業 1 286 735 1.7 1 063 212 2.2 △  223 523 △ 17.4

25はん用機械器具製造業 2 953 601 3.8 1 124 177 2.3 △ 1 829 424 △ 61.9

26生産用機械器具製造業 14 217 409 18.5 7 026 623 14.5 △ 7 190 786 △ 50.6

27業務用機械器具製造業 2 313 945 3.0 1 602 047 3.3 △  711 898 △ 30.8

28電子部品・デバイス・電子回路製造業 11 031 302 14.4 8 363 046 17.3 △ 2 668 256 △ 24.2

29電気機械器具製造業 2 674 384 3.5 1 884 900 3.9 △  789 484 △ 29.5

30情報通信機械器具製造業 10 365 871 13.5 4 869 034 10.1 △ 5 496 837 △ 53.0

31輸送用機械器具製造業 20 451 873 26.7 13 855 799 28.6 △ 6 596 074 △ 32.3

32その他の製造業  452 045 0.6  350 444 0.7 △  101 601 △ 22.5

区　　　　　　分
２　０　年 ２　１　年

 

 

３ 輸出先別輸出状況 

  輸出先別に輸出状況をみると、アジア向けが電子部品・デバイス・電子回路製造業を中心に 2212億円

（構成比 45.7％）と最も多く、次いで北米向けが輸送用機械器具製造業を中心に 883億円（同 18.2％）、

西欧向けが生産用機械器具製造業を中心に 743億円（同 15.3％）と、３地域で全体の約８割を占めてい

る。 

 前年に比べ、アジア向けが 939億円減（前年比△29.8％）、西欧向けが 763億円減（同△50.7％）と

不明を除いて全ての地域で減少となった。 

表－３　　輸出先別輸出額

輸出額 構成比 輸出額 構成比 増減額 増減率
万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

総　　　　　　　数 76 726 742 100.0 48 446 351 100.0 △ 28 280 391 △ 36.9

ア　　　ジ　　　ア 31 511 386 41.1 22 122 294 45.7 △ 9 389 092 △ 29.8

北　　　　　　　米 14 981 364 19.5 8 827 137 18.2 △ 6 154 227 △ 41.1

大      洋      州 1 844 503 2.4 1 138 960 2.4 △  705 543 △ 38.3

中　　　南　　　米 5 331 715 6.9 3 961 811 8.2 △ 1 369 904 △ 25.7

西　　　　　　　欧 15 053 483 19.6 7 425 595 15.3 △ 7 627 888 △ 50.7

中東欧 ・ ロシア等  727 718 0.9  390 870 0.8 △  336 848 △ 46.3

中　　　  　　　東 3 450 525 4.5 2 024 342 4.2 △ 1 426 183 △ 41.3

ア   フ   リ   カ 3 751 899 4.9 2 445 304 5.0 △ 1 306 595 △ 34.8

不　　　　　　　明  74 149 0.1  110 038 0.2  35 889 48.4

区　　　　　　分
２　０　年 ２　１　年

 



 

４ 圏域別輸出状況 

圏域別にみると、中濃圏域が生産用機械器具製造業を中心に 1916億円（構成比 39.5％）と最も多く、

次いで西濃圏域が電子部品・デバイス・電子回路製造業を中心に 1641億円（同 33.9％）、岐阜圏域が

輸送用機械器具製造業を中心に 1005億円（同 20.7％）の順となっている。 

前年に比べ、中濃圏域が 1642億円減（前年比△46.1％）、西濃圏域が 568億円減（同△25.7％）と全

ての圏域で減少となった。 

輸出額 構成比 輸出額 構成比 増減額 増減率
万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

総　　　   　数 76 726 742 100.0 48 446 351 100.0 △ 28 280 391 △ 36.9

岐　阜　圏　域 14 569 671 19.0 10 047 249 20.7 △ 4 522 422 △ 31.0

西　濃　圏　域 22 081 632 28.8 16 405 528 33.9 △ 5 676 104 △ 25.7

中　濃　圏　域 35 577 604 46.4 19 159 120 39.5 △ 16 418 484 △ 46.1

東　濃　圏　域 3 698 257 4.8 2 361 513 4.9 △ 1 336 744 △ 36.1

飛　騨　圏　域  799 578 1.0  472 941 1.0 △  326 637 △ 40.9

表－４　　圏域別輸出額

区　　　　　　分
２　０　年 ２　１　年

 
 

５ 直接輸出と間接輸出の状況 

（１）直接輸出 

製品、半製品を直接輸出した事業所の輸出額は 2220億円で、前年に比べ 1025億円減（前年比△

31.6％）となった。 

   輸出港の別では、名古屋港が全体の 81.4％を占めている。 

また、取引先の業態別では、製造業者が全体の 82.3％を占めている。 

 表－５　　直接輸出額の状況

○　輸出港の別 ○　取引先の業態別

２０年 ２０年
輸 出 額 輸 出 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率 輸 出 額 輸 出 額 構 成 比 増 減 額 増 減 率

万円 万円 ％ 万円 ％ 万円 万円 ％ 万円 ％

32 452 503 22 203 182 100.0 △ 10 249 321 △ 31.6 32 452 503 22 203 182 100.0 △ 10 249 321 △ 31.6

29 217 644 18 078 127 81.4 △ 11 139 517 △ 38.1 5 027 689 3 390 081 15.3 △ 1 637 608 △ 32.6

1 528 968  853 900 3.8 △  675 068 △ 44.2  84 204  44 338 0.2 △  39 866 △ 47.3

1 471 444 2 869 868 12.9 1 398 424 95.0 26 846 394 18 262 394 82.3 △ 8 584 000 △ 32.0

 234 447  401 287 1.8  166 840 71.2  494 216  506 369 2.3  12 153 2.5

２ １ 年
　区     　　 分　

２ １ 年
　区     　　 分　

総　　　　　数 総　　　　　数

  そ の 他 の 空 港 そ　　の　　他

名　古　屋　港 卸　　売　　業

そ の 他 の 港 小　　売　　業

 中 部 国 際 空 港 製　　造　　業

 

（２）間接輸出 

間接輸出した事業所の輸出額は 2624億円で、前年に比べ 1803億円減（前年比△40.7％）となった。 

   また、出荷先別にみると、本社工場が全体の 35.7％と最も多く、次いで、製造業者が 32.9％、貿易

商社が 29.8％の順となっている。 

   なお、介在する本社、商社等の県内、県外割合では、県外が 95.6％を占めている。 

 表－６　　出荷先別間接輸出額の状況

輸  出  額 輸  出  額 構 成 比 増  減  額 増 減 率 輸  出  額 構 成 比 輸  出  額 構 成 比
万円 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％ 万円 ％

44 274 238 26 243 169 100.0 △ 18 031 069 △ 40.7 1 153 875 100.0 25 089 294 100.0

18 450 499 9 381 539 35.7 △ 9 068 960 △ 49.2  827 978 71.8 8 553 561 34.1

11 811 948 7 820 300 29.8 △ 3 991 648 △ 33.8  293 446 25.4 7 526 854 30.0

13 207 232 8 640 258 32.9 △ 4 566 974 △ 34.6  18 388 1.6 8 621 870 34.4

 804 559  401 072 1.5 △  403 487 △ 50.2  14 063 1.2  387 009 1.5

製　造　業　者

問屋 ・ その他

　区　　　　分　
２０年

総　　　　　数

本　社　工　場

２ １ 年
計 県　　　　内 県　　　　外

貿　易　商　社

 


